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図表１－１６ キャピタルゲインの総実現価値の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考)１．Auerbach-Slemrod(1997)より作成。 

 

 

図表１－１７ オフィスの実質建設伸び率と空室率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考)１．山口・島田(1994)より作成。 

   ２．オフィスの建設支出は 1987 年価格の実質値を伸び率表示した。 

 

1350

1670

3222

1132

14561538
1374

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 (年)

(億ドル)

-20.1

2.3

-12.5

20.1

-11.7

26.6

21.4

16.5

14.0

16.616.1

4.3

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

1980 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 1991

(年)

(％)

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

実質建設支出伸び率(左軸) 空室率(右軸)

(％)



 73

図表１－１８ 会社組織形態の変化 

 

 

 

 

 

(備考)１．Carroll-Joulfaian(1997)より作成。 

 

 

図表１－１９ レーガン政権の税制改正の歳入見込額と実績額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．政府税制調査会資料より作成。 
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図表１－２０ 米国の歳入及び歳出の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．Bureau of Economic Analysis “U.S Census Bureau”より作成。 

 

 

図表１－２１ 財政赤字の寄与度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．Lindsey(1990)より作成。 

 

 

-1498

-2212-2078

-790

692

2310

-2,904

0

5000

10000

15000

20000

25000

1979 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01
年度

-4000

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

歳入 歳出 財政収支

歳入・歳出(億ドル) 財政収支(億ドル)

税 　軍事支出 　その他の支出

GDPに占める割合



 75

図表１－２２ 種目別税収の推移 

(備考)１．OECD “Revenue Statistics”より作成。 

 

 

図表１－２３ 種目別税収の対 GDP比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考)１．OECD “Revenue Statistics”, “National Account”より作成。 
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図表１－２４ 各税制改革案の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．日本租税研究協会(1986)、宮島(1985)、西野（1999）より作成。 
 

図表１－２５ 高所得層のタイプ別平均報酬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考)１．Goolsbee(1997)より作成。 

   ２．恒常的な年収が 27万 5 千ドル以上の企業幹部を対象に算出。 

(単位：千ドル)

1991 1992 1993 1994 1995
課税所得 911 1,153 974 965 1,173

俸給 347 336 336 351 373
ボーナス 198 207 241 284 330
オプションの実行 268 496 293 235 381
長期の業績連動報酬の給付 57 72 57 64 89
その他 36 37 66 54 78
(オプションの付与) - 510 312 379 484

項目 改革前 財務省案 大統領案 下院修正案 上院修正案 最終法案

1984年11月 1985年5月 1985年12月 1986年5月 1986年8月
（87年1月実施）

所得税率 3段階

5、25、35％
課税最低限

 独身者 2,800ドル
 夫婦合算申告 3,800ドル
 特定世帯主 3,500ドル
人的控除 2,000ドル
共稼ぎ控除 廃止

IRA
 本人 2,500ドル
 配偶者分 2,500ドル
法人税率 ％ ％ ％ ％ ％ ％

 基本税率 46 33 33 36 33 34
 軽減税率 ～2.5万ドル 15 ～2.5万ドル 15

～5万ドル 18 廃止 ～5万ドル 18 ～5万ドル 15 ～5万ドル 15 ～5万ドル 15
～7.5万ドル 30 ～7.5万ドル 25 ～7.5万ドル 25 ～7.5万ドル 25 ～7.5万ドル 25
～10万ドル 40

減価償却制度

 方式 ACRS RCRS CCRS MACRS MACRS
 資産分類 ４区分 ７区分 ６区分 10区分 ６区分 ８区分

 償却期間 3～18年 8～63年 4～28年 3～36年 3～31.5年 3～31.5年
 インフレ調整 なし 導入 導入 導入 なし なし

投資税額控除 6％、10％ 廃止 廃止 廃止 廃止 廃止

会計処理法

 FIFO インフレ調整無 インフレ調整 インフレ調整 インフレ調整無 インフレ調整無 インフレ調整無

 LIFO 制約条件つき 制約条件廃止 制約条件廃止 簡素化LIFO 簡素化LIFO 簡素化LIFO
 貸倒引当金 あり 廃止 廃止 廃止 廃止 廃止

石油産業

 油井減耗控除 原価･定率法選択 廃止

 無形掘削費用 一時損金処理 損金不算入

ﾐﾆﾏﾑﾀｯｸｽ

 方式 add-on 廃止 add-on alternative alternative alternative
 税率 15% 20% 25% 20% 20%
 控除 ４万ドル ４万ドル

一時損金処理
3/4一時損金処理

(国内のみ)
一時損金処理

(国内のみ)
一時損金処理

(国内のみ)

定率法5年後廃止 定率法3年後廃止 原価･定率法選択 原価･定率法選択

15、27％
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11～50％
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5、25、35％
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図表２－１ 輸出の GDP比の国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．OECD “National Account”より 2001 年分について作成。 

２．財貨・サービスの輸出／GDP×100(名目値)。 
 

 

図表２－２ 租税負担率の国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．OECD “Revenue Statistics 1965-2000”より、1999 年時点の数値に基づき作成。 

２．租税負担率＝(国税＋地方税＋社会保険料負担)／ＧＤＰ。 
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図表２－３ 租税負担率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．OECD “Revenue Statistics 1965-2000”より作成。 

２．租税負担率＝(国税＋地方税＋社会保険料負担)／ＧＤＰ。 
 
 

図表２－４ 最高限界税率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)１．RSV “Tax Statistical Yearbook of Sweden 2001”より作成。 

   ２．地方税(平均)を含む。 
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